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 入札の無効 競争に参加する資格を有しな
い者のした入札及び入札の条件に違反した入
札は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
本業務は、契約手続きを電子調達システム
で行う対象案件である。なお、電子調達シス
テムにより難い場合は、発注者の承諾を得て
紙契約方式に代えるものとする。
 落札者の決定方法 会計法第29条の６の規
定に基づく、予算決算及び会計令第79条の規
定に基づいて作成された予定価格の制限の範
囲内で最低価格をもって有効な入札を行った
者を落札者とする。
 国土交通省競争参加資格の認定を受けてい
ない者の参加 上記２に掲げる令和４・
５・６年度の国土交通省競争参加資格（全省
庁統一資格）の認定を受けていない者であっ
ても入札書及び証明書等を提出することがで
きる。ただし、開札にあたっては、開札時に
当該資格の認定を受けかつ競争参加資格の確
認を受けていなければならない。なお、証明
書等を提出する時において、当該資格の認定
手続中である場合、その状況が確認できる書
面を任意様式にて添付すること。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和５年３月
31日付官報及び令和６年３月29日付官報）に
記載されている時期及び場所で申請を受け付
ける。
 落札決定通知及び契約締結日等
１）本契約予定案件は、開札の日に落札予定
者を決定し、令和７年度の予算成立、令和
７年４月１日（予算成立日が４月２日以降
の場合は予算成立日）の到来及び上記２
で求めた令和７年４月１日時点における令
和７・８・９年度の国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の製造」又は「物
品の販売」を有する者であることを停止条
件として手続きを保留する旨を電子調達シ
ステム等により通知する。また、落札決定
は停止条件の成就をもって電子調達システ
ム等により通知し、条件が成就する日が閉
庁日の場合には、当該閉庁日後の最初の開
庁日に通知する。

２）本契約に係る契約締結日及び履行期間の
始期は、令和７年４月１日を予定している
が、予算成立日が４月２日以降の場合は予
算成立日を契約締結日及び履行期間の始期
とする。なお、予算成立日が４月２日以降
の場合に、やむを得ず継続履行が必要なも
の、法令に基づくもの、緊急避難措置に限
り落札予定者に履行させる見込みである。
また、暫定予算となった場合は、本契約に
係る予算が全額計上されている場合には全
額の契約とするが、全額計上されていない
場合には、全体の契約期間に対する暫定予
算の期間分のみの契約とする。
３）落札予定者として決定された者が、上記
２で求めた令和７年４月１日時点におけ
る令和７・８・９年度の国土交通省競争参
加資格（全省庁統一資格）「物品の製造」又
は「物品の販売」を有しない場合には、競
争参加資格を有しない者のした入札として
無効とし、落札予定者の決定を取り消す。
４）成立する予算の状況により、本件の入札
契約手続きを延期又は中止する場合があ
る。

 手続きにおける交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : YOSHIOKA Shuichi, Di‑

rector of Oodo Dam and Reservoir Man‑

agement Office, Shikoku Regional Develop‑

ment Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity to use in the Oodo

Dam and Reservoir Management Office

 Fulfillment period : From 1 April, 2025

through 31 March, 2026

 Fulfillment place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

⒜ not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

⒝ have Grade A, B, C or D on manufac‑

ture of product or sale of product in

Shikoku Area in terms of qualification

for participating in tenders by Ministry

of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism (Single qualification for every

ministry and agency)

⒞ not be under suspension of nomination

by Director‑General of Shikoku Regional

Development Bureau from Time‑limit for

the tender to Bid Opening

⒟ have registered in accordance with Ar‑

ticle 22, Electricity Utilities Industry
Law

 Time‑limit for submission of certificate :

16 : 00 26 December, 2024

 Time‑limit for tender : 16 : 00 24 Janu‑

ary, 2025

 Contact point for the notice : Accounting

Division, Oodo Dam and Reservoir Man‑

agement Office, Shikoku Regional Develop‑

ment Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism, 3815 Takase,

Niyodogawa‑cho, Agawa‑gun, Kochi‑ken,

7811802 Japan. TEL 0889322120 ex.
212

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和07・08・09年度防衛省競争参加資格
（全省庁統一資格）において、関東・甲信越
地域の競争参加資格を有する者のうち次の等
級に格付けされている者であること。
「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級
ただし、上記資格を所持していない者のう
ち、令和04・05・06年度防衛省競争参加資格
（全省庁統一資格）を所持しており、かつ、
申請中であるにもかかわらず資格を得られて
いない者については、申請した事実を証明で
きる書類の提出をもって、競争に参加するこ
とができる。
 大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装庁
長官のいずれか該当する者又は陸上幕僚長か
ら指名停止等の措置を受けている期間中の者
でないこと。
 前号により、現に指名停止を受けている者
と資本関係又は人的関係のある者であって、
当該者と同種の物品の売買又は製造若しくは
役務請負について防衛省と契約を行おうとす
る者でないこと。
 防衛省として原価計算システムの適正性を
確認できない状態にある者でないこと。（但
し、市場価格等による場合は除く。）
 単独で業務の全てが担えない場合は適正に
業務が遂行できる共同体で入札に参加するこ
とができる。詳細は入札説明書による。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和６年 11 月 26 日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給統制本部調達会計部長

清水 和彦
◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 ６、10、21、26
 購入等件名及び数量
令和７年度インターネット発注方式 一式
品目及び購入予定数量は、入札説明書の品
目リストによる。
 調達案件の特質等 仕様書等及び入札説明
書による。
 履行期限 入札説明書による。
 納入予定場所 仕様書等及び入札説明書に
よる。

 入札方法 入札金額に納入に要する一切の
費用を織り込んだ上で、入札説明書の品目リ
ストで示すそれぞれの日用品の単価を記載
し、総額で入札する。
なお、落札決定にあたっては入札書に記載
された総価を持って判断するので、入札者が
消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
であるかを問わず、見積もった金額の110分
の100に相当する金額を入札書に記載するこ
と。
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